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令和８年度 人吉市一般会計当初予算概要 

令和８年度の一般会計予算は、２０５億３，２１５万２千円で、前年度当初予算と比較すると約２９億６

千万円の減となりました。以下、概要についてお知らせします。 

  

歳入面では、個人住民税（所得割）や固定資産税（家屋）の増により市税が約５千万円の増額になってい

るものの、農林水産業費や土木費の事業費の減などに伴い国県の支出金が約１６億円の減額となっており

ます。 

歳 入 １ 

構成比 構成比

19.6 0.9

0.4 0.0

自 1.5 0.1

主 0.1 0.1

財 4.9 0.4

源 4.7 依 4.5

0.7 存 0.0

2.8 財 0.0

34.7 源 0.2

28.5

0.0

17.9

100.0 6.5

6.2

65.3

2,267

国庫支出金

計 13,409,688

歳入合計 20,532,152 県支出金 1,332,732

市債 1,262,100

3,673,966

地方特例交付金 42,793

地方交付税 5,860,000

ゴルフ場利用税交付金 800

環境性能割交付金 1

交通安全対策特別交付金

利子割交付金 1,126

地方消費税交付金 920,000

13,453

22,757株式等譲渡所得割交付金

（単位：千円）

項目 予算額

地方譲与税 194,693

（単位：千円）

分担金及び負担金

1,000,008

957,667

150,000

4,032,923

72,684

305,260

20,438

使用料及び手数料

財産収入

項目 予算額

繰越金

市税

寄附金

繰入金

計

583,484

7,122,464

諸収入

法人事業税交付金 83,000

配当割交付金

歳入
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 歳出面では、道路維持費に１億３千万円、学校や体育施設のトイレの改修工事などに約３億円の事業費

を計上する一方、公開型地理情報システム構築事業の完了などにより総務費が約 4 億円の減額、被災市街

地復興推進事業の補償費の減などにより土木費が約１２億８千万円の減額となっています。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

歳 出 ２ 

構成比(％)

0.8

9.5

33.6

6.5

0.1

1.8

4.3

12.2

2.9

8.5

0.1

14.4

5.0

0.3

100.0

予備費 60,080

合計 20,532,152

災害復旧費 27,290

公債費 2,955,457

諸支出金 1,027,189

土木費　 2,506,117

消防費 591,510

教育費 1,756,711

1,328,152

13,520

362,489

885,775

衛生費

労働費

農林水産業費

議会費　

商工費

項目 予算額（千円）

6,891,258

163,884

総務費

民生費

1,962,720

構成比(％)

13.2

14.6

0.7

23.5

10.8

10.5

0.1

0.0

14.4

5.0

0.0

0.0

6.9

0.3

100.0

予　備　費 60,080

合　計 20,532,152

投資及び出資金 1

貸　付　金 10,000

繰　出　金 1,413,919

失業対策事業費 0

公　債　費 2,955,456

積　立　金 1,027,188

性質名 予算額（千円）

2,701,661

3,005,237

145,490

4,824,755

人　件　費

物　件　費

維持補修費

扶　助　費

補 助 費 等 2,218,289

2,142,982

災害復旧事業費 27,094

普通建設事業費
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市街地エリアと青井地区エリアで、「被災者

のくらし再建とコミュニティの再生」「力強い

地域経済の再生」「災害に負けないまちづく

り」の３つの柱を基に、復興を推進していきま

す。 

 東間小と第二中のトイレの洋式化工事、

大畑小の体育館の屋根改修工事などを行

い、児童・生徒が過ごしやすい環境を整備

します。 

被災市街地復興推進事業 

２億５，５２７万１千円 

体育施設設備改修工事 

 ６,６８０万円 

 

小・中学校施設整備事業 

２億２，９６１万２千円 

主な事業 ３ 

 スポーツパレスのトイレ洋式化工事を行い、

利用者の快適性向上と、指定避難所としての機

能向上を図ります。 



4 

 

 

（単位：千円）    

 

事　　　業　　　名 予 算 額

空き家バンク活用促進事業補助金 1,800

まちなか創生事業推進業務委託料 50,000

交通再編調査分析委託料 18,304

マタニティ応援プロジェクト業務委託料 4,486

林業担い手支援事業負担金 9,415

広域連携海外プロモーション事業委託料 2,000

夏目友人帳関連事業（著作権使用料） 1,200

道路維持費（道路維持工事、危険木伐採等事業補助金など） 131,390

都市防災総合推進事業（道路） 587,015

公営住宅ストック総合改善事業（補助） 223,871

被災市街地復興推進事業（中心市街地及び青井地区） 255,271

小学校施設整備事業 155,300

中学校施設整備事業 74,312

血気ヶ峯遺跡発掘調査委託料 77,000

体育施設設備改修工事 66,800

学校給食センター費（小・中学校給食完全無償化実施を含む） 329,370
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社会教育施設災害復旧事業（人吉城跡） 27,057

総

　

務

　

費

地域こどもの生活支援強化事業委託料 9,840

健康ポイント取扱業務委託料 1,224

民

生

費

衛

生

費

農

林

水

産

業

費

商

工

費

土

 

木

 

費

教

育

費

令和８年度一般会計予算の主な使い道 ４ 
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 令和元年１０月１日から消費税率（国・地方）が８％から１０％に引き上げられました。これは、今後

も増加が見込まれる社会保障経費の財源確保のためとされており、その増収分については社会保障施策に

要する経費（事務費や人件費等を除く）に充てることとなっています。 

 

 令和８年度当初予算における使途状況は次のとおりとなっています。 

 

 

＊各事業の一般財源割合に応じて充当します。 

 

 

 

 

（単位：千円）

事業区分 事業費 国・県支出金 その他 一般財源
うち地方消費税
交付金（社会保
障財源分）

社会福祉 障がい者福祉 1,298,226 919,684 23,824 354,718 54,164

高齢者福祉 108,638 4,298 16,626 87,714 13,392

児童福祉 2,558,759 1,828,674 70,269 659,816 100,751

母子父子福祉 199,048 71,781 2 127,265 19,433

生活保護 735,324 522,105 2 213,217 32,556

その他 87,032 3,870 3,952 79,210 12,095

計 4,987,027 3,350,412 114,675 1,521,940 232,391

社会保険 国保 277,502 144,809 0 132,693 20,262

介護 669,901 33,114 0 636,787 97,234

計 947,403 177,923 0 769,480 117,496

保健衛生 感染症予防 135,020 366 0 134,654 20,561

高齢者医療 776,887 152,001 0 624,886 95,417

成人保健 62,772 2,437 0 60,335 9,213

母子保健 51,392 11,084 1,241 39,067 5,965

医療施策 10,336 0 0 10,336 1,578

計 1,036,407 165,888 1,241 869,278 132,734

総　計 6,970,837 3,694,223 115,916 3,160,698 482,621

地方消費税引き上げ分の使途状況 ５ 


